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●「ミラノウニカ２０２０ＳＳ」・「プルミエール・ヴィジョン・パリ」開催 

２月５日（火）～７日（木）、イタリアミラノにおいてテキスタイル展示会「ミラノウニカ２０２０ＳＳ」が

開催され、日本ファッションウィーク推進機構の“The Japan Observatory”のブースに綿工連傘下

から古橋織布有限会社(遠州)、有限会社福田織物(天龍社)、辰巳織布株式会社(大阪南部)、

株式会社タケヤリ／丸進工業株式会社（岡山）、備中備後ジャパンデニムプロジェクトとして日本

綿布株式会社(備中)、篠原テキスタイル株式会社(広島)が出展した。 

また、翌週１２日（火）～１４日（木）は、フランスパリでの「プルミエール・ヴィジョン・パリ」に桑村

繊維株式会社（播州）とクロキ株式会社、日本綿布株式会社(いずれも備中)が出展した。 

 

●高島織物産地、遠州織物産地の素材展開催 

２月７日（木）－８日（金）、大阪綿業会館において「ビワタカシマ展」が開催された。同展は１月

２４日（木）－２５日（金）に東京で開催されている。 

また、２月２１日（木）－２２日（金）には渋谷の文化ファッションインキュベーションにおいて「遠

州織物コレクション」が開催された。 

 
●綿スフ工連・綿工連・同交会理事会開催 

２月２６日(火)、大阪綿業会館において、日本綿スフ織物工業組合連合会（綿スフ工連）、日

本綿スフ織物工業連合会（綿工連）の理事会が開催された。当日は、平成３１年度事業計画案、

収支予算案について諮られ、２つの工連が存在しスリム化を図るため、綿スフ工連で事業は継

続するが賦課金徴収を廃止し、綿工連で、従来の台数割賦課金のみ徴収し事業を行っていく

案について承認された。 

 

「ミラノウニカ２０２０ＳＳ」「プルミエール・ヴィジョン・パリ」開催／高島産地、遠州産地が素材

展開催／綿スフ工連・綿工連・同交会理事会開催／「平成３１年度綿スフ織物業助成金事業」

公募開始／第１２６回繊維通商問題委員会開催／平成３０年度第ニ次補正予算成立／「中小

企業強靭化法案」閣議決定／「ものづくり・商業･サービス生産性向上促進補助金」公募開 

始／ＥＰＡ・ＴＰＰの動向／特許公開情報 

 

 

 

主 な 内 容 
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また、一般財団法人日本綿スフ機業同交会理事会も開催され、①平成３１年度事業計画案、

収支予算案について諮られ、ほぼ原案のとおり承認された。 

  議案終了後、各産地の概況報告の後、出席の阿部理事（ＳＣＭ推進協議会専務理事）

より、平成２９年３月に策定、平成３０年７月に改訂された「繊維産業の適正取引の推

進と生産性・付加価値向上に向けた自主行動計画」、今般１１年ぶりに改訂された「ＴＡ

プロジェクト取引ガイドライン第三版」について説明があった。 

 

●「平成３１年度綿スフ織物業助成金事業」公募開始 

一般財団法人日本綿スフ機業同交会が実施している助成金事業を一層利用しやすくし、

２月２８日（木）より公募を開始した。 

（１）１/２助成事業（助成上限額：１００万円） 

設備資金、人材育成、商品開発、需要振興等が対象、但し予算額は１,２００万円

程度のため、採択者が多数の場合は一律減額（例えば１００件採択なら１２万円）。 

〇公募期間：平成３１年２月２８日（木）～３月２９日（金）１７：００ 

（２）１００％助成事業（助成上限額：２０万円） 

新たに他産地交流等産地間連携事業を設け、申請者は工業組合、協同組合で、産

地間での交流・連携事業が対象となる。 

○公募期間：随時。但し２０２０年３月までに支払いを終了するもの。 

※詳細は公募要領参照、綿工連ＨＰに掲載 http://www.jcwa-net.jp 

 

●第１２６回繊維通商問題委員会開催 

２月２７日(水)、繊産連の第１２６回繊維通商問題委員会が東京の繊維会館において開催され

た。当日は（１）日本の繊維貿易の現況について（２０１８年１－１２月期、２０１８年１２月・繊産連

説明）、（２）各国とのＥＰＡ交渉状況について（経産省説明）、（３）ＯＥＣＤフォーラムの報告につ

いて説明と意見交換があった。 

 

１. 輸出入全般の動向 

 ２０１８年１－１２月期の繊維貿易 

 
円ベース ドルベース 

百万円 前年同期比（％） 百万ドル 前年同期比（％） 

輸 出  ９０１,１７９ １０１ .７ 

 

 ８,１６３  １０３.３ 

輸 入 ４,３５１,７９６ 

 

 

 

 

 

１０６ .０ 

 

３９,３７５ １０７.５ 

①２０１８年１２月単月に関しては、輸出は円ベースで８５,６３８百万円（前年同月比９７.４％）、

輸入は円ベースで３３１,６７６百万円（前年同月比９９.３％）。 

②２０１８年１－１２月累計の繊維品別輸出入実績に関しては、輸出（円ベース）の前年同期

http://www.jcwa-net.j/
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比は繊維原料は１００.６％、糸類（紡績糸・合繊糸）は１００.４％で、うち綿糸は９３.６％、

毛糸は１３２.８％、合繊糸は９９.７％。織物は９８.５％で、うち綿織物は９０.６％、毛織物は

１０５.７％、合繊織物は１００.４％。二次製品は１０４.７％。輸入（円ベース）の前年同期比

は繊維原料は１０９.６％、糸類（紡績糸･合繊糸）は１０５.１％で、うち綿糸は１００.５％、毛

糸は１１４.２％、合繊糸は１０７.５％。織物は１０４.６％で、うち綿織物は１００.５％、毛織物

は１０９.５％、合繊織物は１０６.３％。二次製品は１０６.０％。 

２. 各国・地域別輸出入の動向 

 ①輸出（２０１８年１－１２月累計） 

   Ⅰ.２０１８年１－１２月の前年同期比（円ベース）は、東南アジア（中国含む）向けは１０１.６％、

欧州１０５.８％。 

   Ⅱ.アジアにおいては中国が９９.３％。シェアは３０.０（前年同期比－０.７ポイント）。 

アセアン主要国は前年同期比でインドネシアが１０７.０％、ミャンマー１１７.９％、ベトナ

ム１０７.２％。アセアン全体では１０５.０％と伸びが続く。シェアは２５.６％（前年同期比

＋０.８ポイント）と伸びている。なかでもベトナムのシェアは１２.４％（前年同期比＋０.７

ポイント）と引き続き安定した伸び。アセアン以外では、パキスタン１２８.４％、バングラデ

シュが１１４.３％と好調。台湾は１０２.４％。欧州ではドイツが１０８.３％。 

   Ⅲ.米州は１０５.８％、シェアは１０.６％で前年同期比＋０.４ポイント。 

②輸入（２０１８年１－１２月累計） 

   Ⅰ.２０１８年１－１２月累計の前年同期比（円ベース）は、東南アジア（中国含む）が１０５.８％、

米州１０４.４％、欧州１０９.９％。 

   Ⅱ.アジアでは中国が１００.７％だが、シェアは５７.２％（前年同期比－３.０ポイント）と減少が

続く。 

   Ⅲ.アセアン全体では１１６.２％。主要国はベトナム１１９.３％、インドネシア１０８.８％、カン

ボジアが１２７.６％、マレーシアが１１１.０％、ミャンマー１３５.１％。アセアンのシェアは２

６.５％（前年同期比＋２.３ポイント）と伸びが続く。ベトナムのシェアは１２.４％（前年同

期比＋１.４ポイント）。アセアン以外では台湾１０１.９％、ドイツ９３.５％、アフリカ１０２.９％

と伸びが続いている。バングラデシュ１２８.８％。 

  次回の繊維通商問題委員会は４月２６日（金）開催予定。 
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●平成３０年度補正予算成立 

２月７日、第１９８回通常国会において平成３０年度第二次補正予算案が政府案通り成立した。

（本予算の内容については、本誌１月号、２月号に掲載） 

 

●「中小企業強靱化法案」閣議決定 

経済産業省中小企業庁は「中小企業の事業活動の継続に資するための中小企業等経営強

化法等の一部を改正する法律案」（中小企業強靭化法案）を現在開会中の通常国会に提出し

た。２月１５日に閣議決定されている。この法律は、中小企業の自然災害への事前対策などを支

援するとともに、後継者不足が課題となっている個人事業者の事業承継を促進するもの。 

○法律の概要 

（１）中小企業・小規模事業者の事業継続力の強化 

①事業継続力強化に関する「基本方針」の策定 

中小企業が行う事前対策の内容や中小企業を取り巻く関係者（サプライチェーンの親事

業者、金融機関、保険会社、地方自治体、商工団体等を想定）に期待される協力を規定

した基本方針を策定。 

②中小企業の事業継続力強化に関する計画を認定し、支援措置を講ずる 

中小企業者が単独で行う「事業継続力強化計画」や複数の中小企業が連携して行う「連

携事業継続力強化計画」を経済産業大臣が認定する制度を創設し、認定事業者に対し、

信用保証枠の追加、低利融資、防災・減災設備への税制優遇、補助金の優先採択等の

支援措置を講じる。 

③商工会・商工会議所による小規模事業者の事業継続力強化の支援 

商工会又は商工会議所が市町村（特別区含む）と共同して行う、小規模事業者の事業

継続力強化に係る支援事業（普及啓発、指導助言、復旧支援等）に関する計画を都道

府県が認定する制度を創設。 

これらに要する経費について地方交付税措置を講ずることとしており、地方における小規

模事業者支援を推進する。 

（２）中小企業の経営の承継の円滑化 

個人事業者の土地、建物、機械・器具備品等の承継に係る贈与税・相続税を１００％納

税猶予する「個人版事業承継税制」の創設が平成３１年度税制改正大綱に盛り込まれた

ことを踏まえ、新税制の効果が十分に発揮されるよう、遺留分に関する民法特例の対象

を個人事業者に拡大する。 

○法律案の新旧対照条文（中小企業庁） 

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/2019/190215kaisei4.pdf 

 

 

 

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/2019/190215kaisei4.pdf
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●「ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金」公募開始 

２月１８日より平成３０年度補正「ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金」の公募が

開始された。本事業は、中小企業・小規模事業者等が、認定支援機関と連携して、生産性向上

に資する革新的サービス開発・試作品開発・生産プロセスの改善を行うための設備投資等を支

援するもの。 

○第二次締切： ２０１９年５月８日（水）〔消印有効〕（第一次は既に終了） 

公募要領（全国中央会）  https://www.chuokai.or.jp/hotinfo/30mh_koubo20190218.pdf 

※販路開拓やＩＴツール導入等にかかる投資については、平成３０年度補正予算で１,１００億円

が計上されている「中小企業生産性革命推進事業」として本事業と一体的に措置されている「小

規模事業者持続的発展支援補助金」「サービス等生産性向上ＩＴ導入支援補助金」が活用でき

る。（下図参照） 

 

https://www.chuokai.or.jp/hotinfo/30mh_koubo20190218.pdf
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ＥＰＡ（経済連携協定）／ＴＰＰ（環太平洋パートナーシップ協定）の動向 

●我が国のＥＰＡへの取組状況 
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●ＴＰＰの概要 
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なお、凍結事項に入らなかったが、一定期間猶予する内容（２項目）についてはサイドレター

（補足文書）を交わすことになる。 
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日  本  と  各  国  と  の  Ｅ  Ｐ  Ａ  交  渉              

●日・ＥＵ経済連携協定について 

英国のＥＵ離脱問題（ＢＲＥＸＩＴ）については、英国が３月２９日にＥＵから合意なく離脱した場

合、離脱日をもってＥＰＡの適用から外れる。合意に基づく離脱の場合には２０２０年末までとされ

る移行期間はＥＰＡが適用されるとした。 

ＥＵ域内は、人・モノ・資本・サービスの４つの移動が自由な単一市場であり、域内の関税は関 

税同盟により無税である。英国の貿易においてＥＵの輸出の４８．８％、輸入の５４．８％と大きな

シェアを占めており、これまで関税同盟による無税の恩恵を受けてきた。また、英国とＥＵは互い

にサプライチェーンの一部を構成しており、多くの分野において英国・ＥＵ間で物品等の移動を

伴いながら生産活動が行われている。何ら合意のない離脱（ハードブレグジット）となれば、人・

モノ・資本・サービスの４つの移動の自由が失われ、円滑な生産活動が阻害されるおそれがある。 

（内閣府「英国のＥＵ離脱問題」） 
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○日ＥＵ協定の自己申告原産地証明書について問合せ先 

 ＥＰＡ相談デスク   https://epa-info.go.jp/ 

電話相談(フリーダイヤル) ０１２０－９１０－３８５ 

             メール相談 epa-desk@epa-info.go.jp  

〇原産地証明書 
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〇原産地証明書（英文） 

 

(Period: from ………………… to …………………(1)) 

 

The exporter of the products covered by this document (Exporter Reference 

No ……………(2)) declares that, except where otherwise clearly indicated, 

these products are of ………………… preferential origin(3). 

 

(Origin criteria used(4)) 

 

………………………………………………………………………………………………… 

 

(Place and date(5)) 

 

………………………………………………………………………………………………… 

 

(Printed name of the exporter) 

 

…………………………………………………………………………………………………  
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●日・ＲＣＥＰ経済連携協定について 

２月１９日から２８日まで、インドネシアにおいて、東アジア地域包括的経済連携（ＲＣＥＰ）交渉

の第２５回交渉会合が開催された。（品目別原産地規則）の、関税率表５０～６３類（紡織用繊維

及びその製品）についてはアセアン内でもまとまっていない状況。 

日・ＲＣＥＰ協定概要については、外務省 http://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000231134.pdf 

 

 

１．ＲＣＥＰが実現すれば、人口約３４億人（世界全体の約半分）、ＧＤＰ約２０兆ドル（世界全体

の約３割）、貿易総額約１０兆ドル（世界全体の約３割）を占める広域経済圏が出現。 

２．世界の成長センターであるアジア太平洋地域経済との連携強化は、我が国が経済成長を

維持・増進していくために不可欠。 

３．我が国の貿易総額に占めるＦＴＡ締結相手国との貿易の割合（ＦＴＡ比率）が２７％、（中国 

２１．２％、韓国５．６％）増加し、日本再興戦略の目標達成（２０１８年までにＦＴＡ比率７０％）

に寄与。 

４．物品貿易（関税撤廃・削減等）に加え、サービス貿易、投資、知的財産等が含まれるため、

これらの分野での我が国企業の活動を支援、地域におけるルール作りに貢献。 

５．広域のＦＴＡが実現することにより、参加国間における貿易・投資が更に促進されるとともに、

地域における効率的なサプライチェーンの形成等に寄与。 

 

 
●日・コロンビア経済連携協定について 

外務省 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_colombia/index.html 

   

●日・カナダ経済連携協定について  

外務省 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_canada/index.html 

 

●日・トルコ経済連携協定について 

 外務省 https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/fta/j_turkey/index.html  

 
 

 

 

 

 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000231134.pdf
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●特許公開情報 
２０１９年２月に公開された織物の製造方法に関する、特許公開情報です。 

特許電子図書館 HP： https://www.j-platpat.inpit.go.jp/web/all/top/BTmTopPage 

検索範囲： 4L048, D03D1/00～D03D27/00 

[特許公開情報] （２０１９年２月公開分） 

＜２月分＞   

項番 文献番号 出願人 発明の名称 

1 特開 2019-032078 三ツ星ベルト株式会社 六角ベルト 

2 特開 2019-031806 
三正通商株式会社 

栗田煙草苗育布製造株式会社 
コーナーテープ 

3 特開 2019-031757 
有限会社イノベーティブ 

マーケットリンク 

抗ピリング性織編物製造方法及び抗ピリング

性織編物 

4 特開 2019-031751 川島織布株式会社 

全方向に伸縮性を有する綿平織物製造用原

反、それを用いた全方向に伸縮性を有する綿

平織物及びその製法 

5 特開 2019-031750 旭化成株式会社 
ガラスクロス、プリプレグ、及びプリント配

線板 

6 実登 3220179 株式会社ＳＨＩＮＤＯ 
アジャスター用帯状織物、およびそれを縫着

した衣服 

7 特開 2019-028166 三菱ケミカル株式会社 アセテート繊維を使用した織ラベル 

8 特開 2019-027245 

東海旅客鉄道株式会社 

新和商事株式会社 

平岡織染株式会社 

バラストネット及びその設置方法 

9 特開 2019-027001 東レ株式会社 皮革様シート 

10 特開 2019-026964 株式会社ピラミッド ライナー及びライナーを生産する方法 

11 特開 2019-026944 東レ株式会社 芯鞘複合繊維 

12 特開 2019-026182 トヨタ紡織株式会社 袋織エアバッグ及びその製造方法 

13 特開 2019-026181 トヨタ紡織株式会社 袋織エアバッグ及びその製造方法 

14 特開 2019-025332 太縄 晋司（群馬県） 
医療用ガーゼに織り込まれたＸ線造影糸を切

除する装置 

15 特開 2019-023377 旭化成株式会社 エアバッグ用織物基布 

16 特開 2019-023367 株式会社豊田自動織機 繊維構造体及び繊維強化複合材 

17 特許 6468577 内野株式会社 パイル織物 

18 特開 2019-019980 三ツ星ベルト株式会社 ラップドＶベルト 

19 特開 2019-019434 日本フエルト株式会社 
シュープレスベルト基布及びシュープレスベ

ルト 
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２月 の 行 事 

２月７～８日……… ビワタカシマ２０２０春夏素材展 大阪展（大阪・綿業会館） 

２月２１～２２日……遠州織物コレクション（東京・文化ファッションインキュベーション） 

２月２６日………… 綿スフ工連／綿工連／同交会理事会（大阪・綿業会館） 

２月２７日………… 第１２６回繊維通商問題委員会（東京・繊維会館） 

 

３月以降の行事 

３月 ２日………… 綿工連綿’s 倶楽部全国交流会（名古屋・名古屋観光ホテル） 

３月１９～２０日……第７回綿織物産地素材展（東京・文化ファッションインキュベーション） 

３月２２日………… 外国人技能実習生受入企業連絡会議（大阪・綿業会館） 

４月２５日………… 第７回繊維産業技能実習事業協議会(経済産業省) 

４月２６日………… 綿スフ工連／綿工連／同交会監事会（東京） 

５月２１～２２日…… ＪFW-Premium Textile Japan ２０２０Ｓ/Ｓ（東京国際フォーラム） 

５月２４日…………綿スフ工連／綿工連通常総会、同交会理事会・評議員会（大阪・綿業会館） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20 特開 2019-019431 旭化成株式会社 
ガラスクロス、プリプレグ、及びプリント配

線板 

21 特開 2019-018462 平岡織染株式会社 耐熱性高強度膜材及びその製造方法 
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“ジャパン・コットン・マーク”は 
優れた国産綿素材製品の証明です 

 

国産綿素材の優れた品質をアピールして需要振興を

図るため、国内で製造した綿素材の織物を使用した

繊維製品に対してジャパン・コットン・マークの表示を

推進しております。 
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